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習近平政権下における宗教政策とグローバル化への対応 

－北京国際教会の事例を中心に－ 

 

現習近平政権下においては 2014 年以降の温州市を中心とした一連の十字架強制撤去に

見られるように、宗教、特にキリスト教に対する管理・規制が強化されている。その中で

今年 2018 年 2月には宗教事務条例の改訂版が施行され、かつ宗教管轄機関に関わる大き

な改変が決定されるなど、今後宗教活動に対する管理はより強化されると予想されてい

る。その一つの焦点となっているのが各宗教に対する「中国化」の要請であるが、中でも

「中国化」が最も求められているのがキリスト教である。 

一方現政権は、経済面においては国際経済における主導権を目指し、一帯一路構想を中

心により一層のグローバル化と対外開放を進めており、それは中国国内の宗教状況にも大

きな影響と変化を及ぼしている。特に都市部においては経済発展や都市化の進展にともな

い、海外とのつながりの強いキリスト教に対して政府が対応を緩和させる状況が 1990 年

代後半以降継続してみられ、その一例が外国人信者による教会活動の公認化である。特に

2000 年代以降中国の都市部では外国人居住者の増加に伴い各都市において徐々にはあるが

政府が公認する国際教会が増加している。一方で新条例の施行により宗教管理が一層強化

される中で、国際教会は宗教に対する規制と中国社会のグローバル化に伴う緩和という互

いに相反する方向性のはざまに位置している。したがって国際教会をめぐる状況は、国内

の宗教状況の対外的な閉鎖性を維持しようとする党政府による宗教政策が、進展するグロ

ーバル化に対していかなるかじ取りをするのかを見るひとつの試金石となるであろう。 

本発表では、これら外国人の教会活動の中で首都北京にある北京国際教会の事例、特に

海外から帰国した中国人信者（海帰信者）への対応を中心に、進展するグローバル化と宗

教の問題に対する政府の認識と対応について議論する。 

 

 


